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１．研究計画の概要 
 
本研究の目的は，より具体的な次の5つの研
究を融合させることにより達成される． 
 
(1)EU，米州の経験を踏まえた上で，アジア
共同体形成とアジア共通農業政策施行のメ
リットとデメリットを明らかにする「理論分
析」 
 
(2)それらを実証的に分析するための基礎資
料について，東アジアおよび東南アジアの主
要国を訪問し収集する「実態調査分析」 
 
(3)アジア共同体の形成がアジア各国の農業
と世界貿易に与える影響を計量的に明らか
にする「計量分析」 
 
(4)アジア共同体形成のデメリットを是正す
るために必要なアジア共通農業政策につい
て理論的かつ計量的検証を行う「政策分析」 
 
(5)上記の(1)～(4)を踏まえ，アジア共同体
の形成方向とアジア共通農業政策の策定方
向，ならびにそれらの実現可能性について考
察を行い，本研究を総括する「総括」 
 
 
２．研究の進捗状況 
 
 研究計画に対する各パートの進捗状況は，
以下のとおりである． 
 
(1)理論分析 
 

①東アジア共同体を形成する際，農業部門を
どのように組み込むべきか，いかなる東アジ
ア共通農業政策を策定すべきか，理論的な整
理を行った． 
 
②これまで EU がどのような問題に直面し，
どのような対応策を講じてきたかに関する
整理を行った． 
 
③アジア共同体とWTOとの整合性およびアジ
ア共同体のもつ差別性および利益の偏在性
の是正の観点から，いかなる東アジア共通農
業政策を策定すべきか，理論的な整理を行っ
た． 
 
(2)実態調査分析 
 
①東アジア共同体の形成によって，中国，韓
国およびアセアン農業がどのような影響を
受けるかという観点から資料収集および整
理を行った． 
 
②収集・整理された資料をもとに，アジア共
同体ならびにアジア共通農業政策を推進す
るにあたっての，中国，韓国およびアセアン
各国の政治経済的事情，意向および課題等を
検討した． 
 
(3)計量分析 
 
①世界貿易のシミュレーション分析のため，
データの収集・整理およびデータ･セットの
作成を行った． 
 
②実態調査分析を踏まえて，日本を基準に，
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生産費，生産者価格，輸出価格および小売価
格，農業生産環境等を国別ならびに品目別に
比較し，アジア共同体の形成によって各国農
業の受ける影響を分析した． 
 
(4)政策分析 
 
 理論分析，実態調査分析および計量分析お
よびこれまでの考察結果を踏まえて，アジア
共通農業政策の策定方向について検討した． 
 
 
３．現在までの達成度 
 
 上記の通り、東アジア共通農業政策の実施
の長所・短所が網羅的に明らかになり、当初
に設定した研究目的は総括的なフィージビ
リティー・スタディーの実施を除き概ね達成
された。 
 
 
４．今後の研究の推進方策 
 
理論分析，実態調査分析，計量分析および
政策分析の研究成果を踏まえて，アジア共同
体の形成方向ならびにアジア共通農業政策
の策定方向と，それらの実現可能性について
考察を行い，本研究を総括する． 
なお、本年4月1日付で本研究を継続課題
とした「最終年度前年の応募」による新規課
題「東アジア共通農業政策が域外国とのＦＴ
Ａの我が国への厚生効果に及ぼす影響の分
析」（課題番号22380119）が採択されたため、
これらの推進方策はこの新規課題の一部と
して実施する。 
 
 
５．代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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